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SSBJハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局がSSBJ基準を利用される方の便宜を考慮して作成
したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 
また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

ファイナンスド・エミッションの測定が求められる場合及び 
ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示が求められる 

企業や活動の範囲 

2026年 3月 31日公表 

目 的 

1. 本文書は、次の事項を検討するにあたり参考となる情報を提供することを目的としています。 

(1) どのような場合にファイナンスド・エミッションの測定が求められるか 

(2) どのような場合にファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示が求められるか 
 

キーワード 
ファイナンスド・エミッション、スコープ 3温室効果ガス排出 
 
何が求められているのか 

2. SSBJ基準では、スコープ 3温室効果ガス排出の絶対総量の開示が求められており、このうちスコ
ープ 3 カテゴリー15 の全部又は一部を構成するファイナンスド・エミッションは、次のように定義され
ています。 

「ファイナンスド・エミッション」とは、報告企業が行った投資及び融資に関連して、投資先又は相
手方による温室効果ガスの総排出のうち、当該投資及び融資に帰属する部分をいう。ファイナン
スド・エミッションは、スコープ 3 のカテゴリー15（投資）の温室効果ガス排出の全部又は一部を
構成する。投資及び融資には、融資、プロジェクト・ファイナンス、債券、株式投資及び未実行の
ローン・コミットメントが含まれる。資産運用に関する活動を行う企業のファイナンスド・エミッションに
は、運用資産に帰属する温室効果ガス排出が含まれる。（気候基準第 6項(14)） 

3. さらに、SSBJ基準では、スコープ 3温室効果ガス排出の開示にあたり、報告企業が特定の活動
（以下「対象活動」といいます。）を行う場合に、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情
報を開示することが求められています。 

報告企業が次の 1 つ以上の活動を行う場合、ファイナンスド・エミッション（カテゴリー15（投
資）の温室効果ガス排出の全部又は一部を構成する。）に関する追加的な情報を開示しな
ければならない（別紙 C参照）。（気候基準第 57項） 
(1) 資産運用に関する活動 
(2) 商業銀行に関する活動 
(3) 保険に関する活動 
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どのような場合にファイナンスド・エミッションの測定が求められるか 

4. 本資料第 2項に記載のとおり、ファイナンスド・エミッションは企業の投融資に帰属する温室効果ガ
ス排出であるため、企業がファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報を開示することが求め
られる対象活動を行っていない場合でも、投融資を有している場合は、スコープ 3 カテゴリー15 の
全部又は一部としてファイナンスド・エミッションを測定することが求められます。 

 
どのような場合にファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示が求められるか 

5. 本資料第 3 項に記載の対象活動を含む金融活動に参加する企業は、企業自身のファイナンス
ド・エミッションの測定によって、それらの活動に伴う温室効果ガス排出に関連するリスクをこれまで
以上にモニタリングし、管理するようになっていると考えられるため、SSBJ基準では、対象活動を行
う企業に対して、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示が求められています。 

 
（SSBJ事務局により作成） 

6. ここで、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示が必要かどうかは、本資料第 3項
に記載したとおり、銀行や保険会社といった会社形態ではなく、企業が行う活動に着目して判断
することになります。したがって、銀行であってもそのすべての活動がファイナンスド・エミッションに関す
る追加的な情報の開示の対象となるのではなく、専ら製造業を営む企業であっても、対象活動を
行う場合にはファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示の対象となると考えられます
（気候基準 BC157項）。 

7. 報告企業は財務諸表の作成を要求される又はこれを選択する企業と定義されており、連結財務
諸表を作成している場合は連結財務諸表に含まれる企業集団を意味しています（適用基準第 4

項(1)及び BC32 項）。したがって、報告企業が対象活動を行う場合とは、親会社が当該活動を
行う場合だけでなく、一部の子会社が当該活動を行っている場合も該当し、当該活動に関してフ
ァイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示が求められると考えられます。例えば、親会
社が通信サービス業を営む企業であっても、その連結会計グループに資産運用に関する活動を行
う子会社が存在する場合は、当該資産運用に関する活動についてファイナンスド・エミッションに関
する追加的な情報の開示が求められると考えられます。 

ファイナンスド・エミッション（FE）
（例：通常の投融資に係るFE）

対象活動に関連する投融資に係るFE
・資産運用に関する活動
・商業銀行に関する活動
・保険に関する活動

FEに関する追加的な情報の開示が必要
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8. また、SSBJ基準では、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示の対象となる企業
の範囲を明確にするために、ISSB 基準の要求事項を取り入れたものである本資料第 3 項に記
載した定めに追加して、次の定めが設けられています。 

(1) SSBJ基準では、対象活動の定義を示し、報告企業は当該定義を用いて、これらの活動
を行っているかどうかを判断することができるとされています（気候基準第 59項及び BC152

項）。 

活動 定義 

資産運用に関する
活動 

機関投資家、個人投資家及び富裕層の投資家のために手数
料又は報酬と引換えにポートフォリオを運用する活動をいう（気候
基準第 59項(1)）。 

商業銀行に関する
活動 

預金を受け入れ、個人及び企業に対して融資を実行したり、イ
ンフラ、不動産及びその他のプロジェクトに対して融資を実行した
りする活動をいう（気候基準第 59 項(2)）。なお、純粋な商業銀
行の活動を対象としており、金融機関が行うすべての活動を含む
ことを意図していない（気候基準 BC153項）。 

保険に関する活動 保険関連の商品（伝統的なものも非伝統的なものも含む。）
を提供する活動をいう（気候基準第 59項(3)）。なお、保険関連
の金融活動に限定しており、保険及び再保険産業における引受
ポートフォリオについて、「関連する排出」の開示は要求していない
（気候基準 BC154項）。 

(2) SSBJ 基準では、報告企業が対象活動を業として営むことについて法令による規制を受け
ていない場合は、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示を行わないことが
できるとされています（気候基準第 58項及びBC158項）。これは、対象活動を行う場合であ
っても、それを業として営むことについて法令による規制を受けていないときには、ファイナンス
ド・エミッションに関する追加的な情報の開示が必要かどうかの判断が難しい場合もあると考
えられるためです。 

9. ただし、本資料第 8項(2)に記載の定めにかかわらず、対象活動を業として営むことについて法令
の規制を受けていない場合でも、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示を行わ
ないことにより、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク
及び機会の影響を理解するうえで情報が不十分となる場合には、適用基準第 21 項の定めによ
り、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報を開示しなければならない場合があるとされて
いることに留意が必要です（気候基準 BC160項）。 
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関連する SSBJハンドブック 

 「追加的な情報」 

 

SSBJ基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 

以 上 


